
Proposal of evaluation method of structural safety for Tsunami 
evacuation buildings 

UMEMOTO Takahiro,MAEMOTO Shoji, 
IBUKA Satoshi 

津波避難ビルの構造安全性の確認方法の提案
正会員 ○梅本貴大* 
会員外  前本尚二** 
会員外  井深 聡*** 

1.はじめに
津波災害から命を守るための避難施設である津波避難

ビルについては,平成 17 年 6 月に内閣府が作成した「津波

避難ビル等に係るガイドライン」を参考に,各地で指定や

整備が進められてきた.しかし,平成 29 年 7 月に同ガイドラ

インが廃止されたことにより,津波防災地域づくりに関す

る法律の技術的基準(国土交通省告示第 1318 号)(以下,法告

示)に基づき,構造安全性を確認する必要が生じた.名古屋市

では,数百に及ぶ津波避難ビルが指定されていることから,
多数の施設の構造安全性を効率的かつ確実に確認する方

法の確立が求められた.本稿では名古屋市において検討を

行った,津波避難ビルの構造安全性の確認方法を紹介する. 
2.構造安全性の要件

法告示に基づき,次の事項を要件とする. 
・新耐震設計基準(S56.6.1 施行)に適合,又は耐震診断によ

って耐震安全性が確認されていること. 
・建築物の所在地において想定される津波に対し, 建築物

が倒壊,転倒,滑動するおそれがないこと.
3.構造安全性確認の流れ

構造安全性の確認は,建築物や津波に関する基本情報に

よる一次判定,個々の詳細情報による二次判定の順で行う. 

図 1 構造安全性の確認フロー 

本稿では,一次判定の方法を中心に紹介する.一次判定で

は, 判定に用いる条件(津波波力,建築物重量,浮力)を厳しい

判定となるよう設定する.また,建築物の長辺面に津波が作

用する場合を想定し,単位幅(1.0m)で判定を行う. 
4.構造安全性の確認方法
4.1 一次判定に用いる津波波力

一次判定に用いる津波波力 T は,倒壊の場合は(1)式で,転
倒,滑動の場合は(2)式で算定する(図 2 概略図).なお,一次判

定では,開口部による津波波力の低減は行わない. 
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ここで,ρは水の単位体積質量(t/m3),gは重力加速度(m/s2) ,
a は水深係数,h は浸水深(m),H は 1 階の階高(m)である.H は

市建築物データの階高平均値より 3.5m とする. 

図 2 構造安全性の判定に用いる津波波力 

水深係数 a は法告示等 1) 2) 3)を基に,表 1 のとおりとする.名
古屋市では,名古屋港高潮防波堤により津波波力の軽減が

期待できるため,a=3.0の地域はなく,海岸・河川からの距離,
及びフルード数により水深係数を設定する. 

表 1 水深係数の設定 
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ここで,Fr はフルード数,vmax は所在地における最大流速

(m/s),hmaxは所在地における最大浸水深(m)である. 
4.2一次判定に用いる建築物重量

一次判定に用いる建築物重量は,表 2 に示す建築物の単

位床面積当りの重量に,建築物の階数,奥行を乗じて算定す

る.表 2 は,建築物荷重指針を活かす設計資料 13)に示されて

いる用途及び構造種別毎の重量の平均値から,標準偏差を

差し引いた値である.同資料に記載のない基礎の重量は, 1
階の重量と同じ値を用いる.なお,階高が低い建築物につい

ては,建築物重量が過大とならないよう階数補正を行う. 
表 2 建築物重量算定用の単位床面積当りの重量(kN/m2) 

4.3一次判定に用いる浮力
浸水した建築物外形分の体積に相当する水重量とする. 

4.4 倒壊の判定
(4)式を満たす場合,建築物は倒壊に対し安全と判定する. 
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ここで,Qは 1 層の地震層せん断力(kN/m),Z は地震地域係

数(名古屋市は 1.0),Rt は振動特性係数(1.0), C0は一次設計に

用いる標準せん断力係数(C0=0.2),Ai は地震層せん断力の高

建築物所在地の条件 水深係数a
海岸・河川から500m未満、かつ、フルード数「Fr≧1」 2.0

上記以外
　　海岸・河川から500m未満、かつ、フルード数「Fr＜1」
　　海岸・河川から500m以上

1.5

用　途

構造種別 RC造 SRC造 S造 RC造 SRC造

最上階 7.7 10.7 5.5 11.7 10.5

一般階 10.7 11.1 5.7 11.2 10.8

1　階 10.2 12.5 3.6 11.1 11.2

基　礎 10.2 12.5 3.6 11.1 11.2

住宅 事務所

津波対策 津波避難ビル 構造安全性 

構造耐力照査 一次判定 判定図 
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さ方向の分布係数(1 層は 1.0),W は 1 層以上の建築物重量

(kN/m) ,T は津波波力(kN/m)である. 
建築物の水平耐力が津波波力 T よりも大きければ,建築

物は倒壊しないが,個々の建築物の水平耐力を確認できな

い場合が想定されることから,水平耐力よりも小さい,一次

設計の地震層せん断力 Qにより判定することとした. 
4.5 転倒の判定

(5)式を満たす場合,建築物は転倒に対し安全と判定する.
基礎構造が杭基礎の場合には,杭の引抜抵抗が加わるため

直接基礎よりも抵抗モーメントが大きくなるが,個々の建

築物の基礎構造を確認できない場合が想定されることか

ら,全て安全側の結果となる直接基礎として判定する. 
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ここで, W’は基礎重量(kN/m),F は浮力(kN/m),b は建築物

の奥行(m)である. 
S造で柱脚が露出している場合は,転倒に伴う引張力で柱

のベースプレートが基礎から外れる恐れがあるため,S造の

場合は,基礎重量 W’を除いた建築物重量で判定する. 
4.6 滑動の判定
個々の建築物の基礎構造を確認できない場合が想定さ

れることから,直接基礎,杭基礎の双方について滑動に対す

る安全性を確保する.直接基礎に関する(6)式,杭基礎に関す

る(7)式をいずれも満たす場合,建築物は滑動に対し安全と

判定する. 
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ここで,Rs 滑動抵抗力(kN/m),μは基礎底面と地盤の摩擦

係数で,建築物設計において通常用いられる 0.4～0.6 の範

囲 4)のうち,下方値である 0.4 を用いる. 
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ここで, k は地下部分の設計水平震度(k=0.1)である. 
4.7 判定図の作成
一次判定の構造安全性確認をより簡便に行うため,用途,

構造種別,浸水深,水深係数毎に判定図を作成する.図 3 に住

宅,RC 造,浸水深 2.5m,水深係数 1.5 の判定図の例を示す. 
判定図には,建築物の階数毎に,津波波力と倒壊,転倒,滑

動(直接基礎),滑動(杭基礎)の 4 項目に対する耐力が釣り合

う時の建築物の奥行を,グラフで示している.図 3 の条件に

おいて,5 階建の RC 造住宅は,奥行が 6.25m 以上あれば,津
波に対して構造安全性を有すると判定できる.  
5.構造安全性の確認方法の評価

構造安全性の確認方法の評価のため, 実際の建築物の一

次判定と二次判定の倒壊,転倒,滑動に対する安全率(耐力:
判定式左辺／外力:同右辺)を比較した.市営住宅の比較例と

して,判定条件を表 3 に,安全率の比較を表 4 に示す. 
比較結果から,一次判定が建築物の構造安全性を安全側

で判定していること,個々の建築物の詳細情報を加味した

二次判定が有効であることを確認した.なお,他に比較した

RC 造事務所,S 造事務所についても同様の傾向であった. 

図 3 一次判定の判定図(RC造住宅) 

表 3 判定条件 

表 4 一次判定と二次判定の安全率の比較 

6.おわりに
構造安全性の確認においては,建築物内部への水の流入

等による浮力の軽減を考慮した判定も行うこととしてい

るが,紙面の関係上,本稿では紹介を割愛した. 
名古屋市において検討した構造安全性の確認方法は,多

数の建築物の構造安全性を効率的かつ確実に確認するに

あたり,有効な手法になり得ると考える. 
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建築物の奥行(ｍ)

倒壊 転倒 滑動(直接) 滑動(杭)

津波浸水深 2.5ｍ 水深係数a＝1.5 ＲＣ造住宅

6.25m

津波に対して構造安全性あり

建築物を階数と奥行で

プロットして判定する

13.0m

【建築物】用途:住宅,構造種別:RC造,階数:5階
※
,奥行:13m

【津波】浸水深2.5m,水深係数1.5

条件① 　津波流速2.0m/sにより,津波波力を見直し
5)

条件② 　構造計算書より,建築物重量を見直し(実重量)
二次判定

一次判定

※ 階高が低いため,階数補正（実建築物:6階建⇒判定条件:5階建）

条件① 条件② 条件① 条件②

　ⅰ.倒壊 11.04 67.70 16.24 6.13 1.47

　ⅱ.転倒 35.02 211.23 41.33 6.03 1.18

　ⅲ.滑動(直接) 2.69 15.65 3.18 5.82 1.18

　ⅳ.滑動(杭) 2.08 12.08 3.98 5.81 1.91

ⅰ～ⅳの最小値 2.08 12.08 3.18 5.81 1.18

二次判定
一次判定項目

一次／二次
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